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2025年度の株式市場は、年度初の米トランプ政権による追加関税措置の公表や、年度末の米国によるイランに対する軍事攻撃を受けて下落

する局面があったものの、国内株式は高市政権による積極的な財政政策への期待等を背景に年度では大幅に上昇し、外国株式も米利下げ継続

期待や堅調な企業業績を背景に大型ハイテク株が市場をけん引し、年度では大幅な上昇となりました。

債券市場は、国内10年国債利回りは、高市政権の拡張的な財政政策による財政悪化懸念や、日銀の利上げ姿勢継続を背景に上昇基調（価格

は下落）で推移し、米10年国債利回りは、中東情勢の悪化を受けたインフレ懸念等から小幅に上昇しました。なお、為替は、ドル／円、ユー

ロ／円とも円安基調で推移し、外貨建て資産に対しプラス寄与となりました。

こうした市場環境の下、当基金の2025年度の収益率は、資産の大半を占めるパッシブ資産が11.73％、オルタナティブ資産が3.49％、生保一

般勘定を含めた資産全体では10.31％となりました。

一方、事業運営面においては年金掛金241百万円の掛金を収納し、年金と一時金を合わせ397百万円を給付いたしました。この結果2025年度

においては約430百万円の当年度剰余金を計上し、当該剰余金については別途積立金へ積み増すことといたしました。

これら2025年度の業務概況を以下のとおり取りまとめましたのでご報告させていただきます。

当基金では、リスク管理の徹底を図るとともに、正確かつ迅速な事務処理に努め、事業主をはじめ加入者、受給者の皆さまから付託された

責任を果たしていく所存です。引き続き、ご理解・ご支援を賜りますようよろしくお願い申し上げます。

２０２６年８月

 金属事業企業年金基金

   理 事 長 藤野 宗孝
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第１部

１．２０２５年度市場環境の振り返り

（１）国内債券

2025年度のNOMURA-BPI（総合）の収益率は、金利上昇を受けて▲5.37％となりました。

（２）国内株式

2025年度のTOPIX（配当込）の収益率は、＋34.65%となりました。

2025年度の国内株式市場は、年度初は、米国の追加関税措置を背景に世界経済の減速懸念が強まり、下落して始まり
ましたが、その後、各国との交渉が進展したことに加え、世界的にAI・データセンター関連銘柄への物色が拡大したこと
から上昇基調へと転じました。年度後半には、高市新政権での積極的な財政政策への期待や衆院選において自民党が大
きく議席を増やしたことで政権基盤の安定を背景とした政策実行力への期待が高まり、株式市場の押上要因となりまし
た。期末にかけては、中東情勢の緊迫化を受けてエネルギー価格が急上昇したことにより個人消費の低迷や企業業績へ
の悪影響が警戒されたほか、財政悪化懸念による長期金利の上昇などが株式市場の下押し要因となりましたが、年度を
通じては大幅に上昇して終えました。

2

2025年度の10年国債利回りは、年度初は、米国の追加関税措置を背景とした世界景気後退懸念から低下して始まりま
したが、その後、米国と各国の貿易交渉進展を受けて投資家のリスク選好姿勢が強まり、上昇に転じました。6月以降は、
米国の景気後退懸念を背景としたFRBの利下げ期待や中東情勢の緊迫化を受けて海外金利が低下したことから、国内金
利もこれに追随して低下しました。8月以降は、石破氏の自民党総裁の辞任報道や高市新政権による積極財政を背景とし
た財政拡張懸念から上昇基調へと転じ、さらに12月の日銀の利上げ決定や円安進行に伴うインフレ予想の高まりを背景
に一段と上昇しました。1月中旬以降は、日銀による経済・物価見通しの上方修正や財政規律の重視姿勢を背景に円安が
一服したことを受けて2月下旬にかけて低下しましたが、その後、3月には中東情勢の緊迫化とエネルギー価格の上昇を
受けてインフレ懸念が高まったことから再び上昇に転じ、3月末は前年度末比0.86％上昇の2.35％で終えました。



（３）外国債券

2025年度のFTSE世界国債の収益率は、現地通貨ベースで＋2.44％、円ベースでは＋12.39％となりました。

2025年度の米10年国債利回りは、年度初は、米国の追加関税措置を背景とした景気後退懸念から低下して始まりまし
たが、5月には、財政拡張的な法案が発表され、米国債の需給悪化やインフレ圧力への警戒感から上昇に転じました。8
月にFRB議長が今後の金融政策について利下げ余地に言及したことや、8月から9月にかけて公表された雇用指標が軟調
な結果となったことを受けて低下しました。その後は、11月にはFRB高官の発言を受けた利下げ観測の高まりから低下
した一方、12月には大手テクノロジー企業の好決算を背景にリスク選好姿勢の強まりから上昇するなど、概ねレンジ内
での推移が続きました。3月には、中東情勢の緊迫化を受けたエネルギー価格の上昇を背景にインフレが懸念され、利上
げへの警戒感が高まったことから期末にかけて上昇し、3月末は前年度末比0.11％上昇の4.32％で終えました。

（４）外国株式

2025年度のMSCI-KOKUSAIの収益率は、現地通貨ベースで＋17.45%、円ベースでは＋26.59％となりました。

2025年度の先進国株式市場は、年度初は、米国の追加関税措置を背景に世界経済の減速懸念が強まり、大幅に下落し
て始まりましたが、その後、各国との交渉が進展したことなどから上昇に転じました。8月から12月にかけては、米国の
経済指標の結果を受けた利下げ観測の高まりや、堅調な企業業績の発表を背景に大型ハイテク銘柄がけん引して上昇幅
を拡大しました。一方、その大型ハイテク企業も、2月以降は設備投資拡大に伴う収益性悪化懸念などが重石となったほ
か、3月には中東情勢の緊迫化を受けたエネルギー価格の上昇や軍事衝突の長期化による景気減速懸念を背景に下落しま
した。
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（５）為替

2025年度は、ドル/円、ユーロ/円とも円安が進行しました。

2025年度のドル/円は、年度前半は、米国の追加関税措置を巡る不透明感や世界経済の減速懸念を背景に円高・ドル安
が進行しましたが、年度半ば以降は、関税措置の一時停止や貿易交渉の進展、国内では政権運営や今後の経済・財政政
策を巡る不確実性が高まったこと、米国景気の堅調さなどを受けて円安・ドル高基調へ転じ、3月末は1ドル＝159.09円
で終えました。
一方、ユーロ/円は、年度前半は、日銀の利上げに対する慎重姿勢を背景に円安・ユーロ高が進行しました。その後、

年度後半においても、ユーロ圏景気の底入れ期待や、ECBが金融引き締めの長期化に慎重ながらもタカ派的と受け止め
られる姿勢を維持したことなどを背景に円安・ユーロ高基調で推移し、3月末は1ユーロ＝183.30円で終えました。
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5

2025年3月末 2025年6月末 2025年9月末 2025年12月末 2026年3月末

国内債券 10年国債利回り (％) 1.49 1.42 1.65 2.06 2.35

国内株式 日経平均株価 (円) 35,617.56 40,487.39 44,932.63 50,339.48 51,063.72

外国債券

米国10年国債利回り (％) 4.21 4.23 4.15 4.17 4.32

ドイツ10年国債利回り (％) 2.74 2.61 2.71 2.86 3.00

外国株式

NYダウ (ﾄﾞﾙ) 42,001.76 40,094.77 46,397.89 48,063.29 46,341.51

ドイツDAX (ﾎﾟｲﾝﾄ) 22,163.49 23,909.61 23,880.72 24,490.41 22,680.04

為替

ドル／円 (円) 149.54 144.45 147.69 156.74 159.09

ユーロ／円 (円) 161.53 169.56 173.53 184.09 183.30

◆参考指標



２．２０２５年度資産運用結果

（１）資産全体
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2025年度は、内外株式の大幅上昇等を受け、資産の大半を占めるパッシブ資産が11.73％、オルタナティブ資産が
3.49％、生保一般勘定を含めた資産全体のの収益率は10.31％となりました。

2025年度の株式市場は、年度初の米トランプ政権による追加関税措置の公表や、年度末の米国によるイランに対する軍事攻撃等
を受けて下落する局面があったものの、国内株式は、高市政権による積極的な財政政策への期待等を背景に年度では大幅に上昇し、
外国株式は、米利下げ継続期待や堅調な企業業績を背景に大型ハイテク株が市場をけん引し、年度では大幅に上昇しました。

一方、債券市場は、国内10年国債利回りは、日銀の利上げ姿勢の継続を背景に上昇（価格は下落）基調で推移し、米10年国債利
回りも中東情勢の悪化を受けたインフレ懸念から小幅に上昇しました。なお、為替は、ドル／円、ユーロ／円とも円安が進行し、
外貨建資産に対しプラス寄与となりました。

こうした市場環境の中、当基金の2025年度における収益率は、資産の大半を占めるパッシブ資産が11.73％、オルタナティブ資産
が3.49％、生保一般勘定を含めた資産全体では10.31％となりました。
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外国債券(ＦＴＳＥ世界国債（除く日本）)

国内債券(NOMURA-BPI総合)

外国株式(MSCI-KOKUSAI)

国内株式(TOPIX（配当込み）)

【債券市場】 【株式市場】

　国内債券
　NOMURA-BPI総合
　国内株式
　TOPIX（配当込み）
　外国債券 12.39%
　FTSE世界国債（除く日本） (-0.48%)
　外国株式
　MSCI-KOKUSAI

（千円）

（％）

（千円） -15,408

-5.37%

-0.26 10.31 34.65%収益率 1.89 2.69 3.66 3.87

2024年度
2025年度 ベンチマーク 収益率

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度通期

26.59%

※収益率は修正総合利回り ※ＦTSE世界国債の下段（）内は円ヘッジベースの収益率

548,527

期末運用資産額 5,407,174 5,484,625 5,672,156 5,833,015 5,788,207 5,788,207

収益額 101,584 144,974 200,514 218,447



（２）資産別収益率・収益額
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（％）

2024年度
2025年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度通期

収 益 率 2.05 3.22 4.10 4.37 -0.41 11.73

国 内 債 券 -3.96 -0.16 -1.38 -2.19 -1.66 -5.30

国 内 株 式 0.63 7.55 11.05 8.82 3.68 34.75

外 国 債 券 2.11 1.25 2.87 7.16 0.74 12.44

ヘ ッ ジ 外 債 0.38 0.65 0.03 -0.05 -0.85 -0.23

外 国 株 式 8.18 7.99 9.71 9.54 -2.38 26.98

短 期 資 産 0.05 0.11 0.13 0.12 0.19 0.52

（千円）

2024年度
2025年度

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度通期

収 益 額 93,393 146,335 190,682 209,733 -20,484 526,265

国 内 債 券 -8,776 -366 -3,098 -4,830 -3,577 -11,872

国 内 株 式 3,543 43,354 68,542 60,739 27,612 200,247

外 国 債 券 9,999 6,315 14,666 37,668 4,184 62,833

ヘ ッ ジ 外 債 7,545 13,466 537 -1,067 -17,655 -4,719

外 国 株 式 80,931 83,423 109,941 117,169 -31,130 279,403

短 期 資 産 151 143 95 55 82 375

①パッシブ資産

米国によるイランに対する軍事攻撃を受けた原油価格上昇に伴う世界経済減速懸念から第4四半期はマイナスとなりま
したが、年度では、高市政権による積極的な財政政策への期待や、 AI・半導体関連銘柄の良好な決算等を背景に内外株
式は大幅に上昇し、11.73％の収益率を確保しました。
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②オルタナティブ資産

第1四半期において、先進国株式はトランプ政権による相互関税の公表を受けて大幅に下落したものの、その後相互関税
が一時停止されたこと等を受けて急反発した中、リスク性資産にかかるダウンサイドリスク抑制戦略（シグナル点灯時
の短期資産への回避＝キャッシュ化）がマイナスに影響したことで第一生命・第2総合口は年度通期で0.03％と極めて低
調な結果となりました。一方、りそな銀行・総合口Nは6.77％となりました。これにより、オルタナティブ資産全体の
収益率は3.49％となりました。

（％）

2024年度
2025年度

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度通期

収 益 率 0.45 -0.44 2.22 1.90 -0.20 3.49

第 一 生 命 1.77 -1.24 0.84 1.12 -0.67 0.03

りそな銀行 -0.76 0.31 3.49 2.62 0.22 6.77

（千円）

2024年度
2025年度

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度通期

収 益 額 1,902 -1,873 9,314 8,196 -899 14,738

第 一 生 命 3,570 -2,547 1,713 2,294 -1,398 62

りそな銀行 -1,668 674 7,602 5,902 500 14,676

（参考）オルタナティブ資産のプロダクト 第一生命：マルチアセット（第２総合口）、りそな銀行：マルチアセット（総合口N）
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（参考）一般勘定のプロダクト 日本生命：ニッセイ一般勘定プラス

③生保一般勘定

生保一般勘定は、保証利回りの0.50%に加えて、1.33%の配当があり、最終的な利回りは1.83％となりました。

（％）

2024年度
2025年度

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度通期

収 益 率

日 本 生 命 1.55 0.12 0.13 0.13 1.45 1.83

（千円）

2024年度
2025年度

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度通期

収 益 額

日 本 生 命 6,289 513 518 518 5,975 7,524



（３）パッシブ資産にかかる資産構成割合

(千円)

基本ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 第4四半期末

中心値 許容乖離幅 資産額 構成割合 資産額 構成割合 資産額 構成割合 資産額 構成割合

国内債券 5％ ±2％ 223,807 4.8％ 220,709 4.6％ 215,878 4.3％ 212,301 4.3％

国内株式 13％ ±3％ 620,339 13.3％ 688,880 14.3％ 749,619 15.0％ 745,525 15.1％

外国債券 11％ ±3％ 511,283 11.0％ 525,949 10.9％ 563,617 11.3％ 567,800 11.5％

ヘッジ外債 45％ ±4％ 2,088,677 44.9％ 2,089,214 43.3％ 2,088,147 41.9％ 2,070,492 42.0％

外国株式 23％ ±4％ 1,132,571 24.3％ 1,242,512 25.7％ 1,310,187 26.3％ 1,248,845 25.3％

短期資産 3％ ±3％ 75,882 1.6％ 62,994 1.3％ 54,955 1.1％ 90,194 1.8％

合 計 100.0％ ― 4,652,559 100.0％ 4,830,258 100.0％ 4,982,403 100.0％ 4,935,158 100.0％

2025年度は、年度を通じ基本ポートフォリオに基づく資産構成割合を維持しました。
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このページは余白です。
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第２部

１．事業所の適用状況

事業所数は、対前年度末比 ▲2社の107社となりました。

２．加入者の適用状況

加入者数は、対前年度末比 ▲119名の4,166名となりました。

（名）

2024年度末

（2025.3.31）

2 0 2 5 年 度 中 の 増 減
2025年度末

（2026.3.31）
加 入 喪 失 計

加入者数 4,285 224 343 ▲119 4,166

（社）

2024年度末

（2025.3.31）

2 0 2 5 年 度 中 の 増 減
2025年度末

（2026.3.31）
新 規 適 用 脱 退 計

事業所数 109 0 2 ▲2 107

12

・人数は、事業報告書等の人数

・増減は決算書より、
「6.当年度剰余金・不足金の要因分析」
脱退差と新規加入差の実績
（21.22年度合致せず、喪失+1）



（千円）

掛 金 種 別 調査決定額 収 納 額 収 納 率

年 金 掛 金
（ 標 準 掛 金 ）

241,440 241,440 100.0%

事 務 費 掛 金 45,777 45,777 100.0%

合 計 287,217 287,217 100.0%

３．掛金の収納状況

年金掛金（標準掛金）241百万円、事務費掛金46百万円、合わせて287百万円を収納しました。

13

・債権管理簿より
4～3月調定額合計



４．年金の裁定状況

５．一時金の裁定状況

年金受給者数は、対前年度末比▲ 51名の489名となりました。

一時金は、老齢給付金52件、脱退一時金151件、遺族給付金9件、合わせて212件を裁定し給付しました。

（名）

2024年度末

（2025.3.31）

2 0 2 5 年 度 中 の 増 減
2025年度末

（2026.3.31）
新 規 裁 定 失 権 計

年 金
受給者数

540 29 80 ▲51 489

（件）

老齢給付金 脱退一時金 遺族給付金 計

52 151 9 212

14

・決算書より
「7.計算基礎数」
年金受給者等の合計等

新規作成は統計年度内合計
失権は調整

・事業報告書より
「2.給付状況」
件数



（千円） （円）

給 付 の 種 別 金 額 1 件 当 た り 金 額

老 齢 給 付 金 305,730 ――

年 金 188,877 381,571

一 時 金 116,853 2,247,167

脱 退 一 時 金 84,640 560,528

遺 族 給 付 金 6,419 713,267

合  計 396,789 ――

６．給付費の状況

年金給付189百万円、一時金給付208百万円、合わせて給付費総額は 397百万円となりました。

15

（参考）給付の要件

➢ 老齢給付金：加入者期間10年以上ある方が、60歳に達したときに年金として支給。年金に代えて一時金として受けることも可。

➢ 脱退一時金：加入者期間１か月以上10年未満の方が基金を脱退 （退職）したとき、もしくは事業所毎の加入上限年齢に達した

ときに支給。

➢ 遺族給付金：加入者期間１か月以上の加入者、または加入者であった方が亡くなったときに遺族へ一時金を支給。

・決算書より（金額は未払いを含めた額）
脱退一時金、遺族一時金は金額のまま
老齢給付の内訳は、
年金：(決算書老齢給付金額)－(事業報告書一時金額)
一時金：(事業報告書一時金額)

１人当たり金額は、
金額÷事業報告書件数
（21年度は年金1人あたりを4/1給付人数1033人で÷）



（千円）

費 用 勘 定 収 益 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額 当 年 度 前 年 度 増 減 額

１．経常収支 １．経常収支

給 付 費 ３９６,７８９ ３５１,５７１ ４５,２１９ 掛金等収入 ２４１,４４０ ２４８,１７４ △６,７３４

移 換 金 １２,７６５ ８,５６５ ４,２００ 受 換 金 等 ０ ０ ０

運用報酬等 １３,７５７ １２,６８９ １,０６８ 脱退一時金相当額受入金 ０ ０ ０

業務委託費等 １９,０８７ １８,７９６ ２９１ 運 用 収 益 ５４８,５２７ １０１,５８４ ４４６,９４３

特別法人税 ０ ０ ０

運 用 損 失 ０ ０ ０

小 計 ４４２,３９９ ３９１,６２１ ５０,７７８ 小 計 ７８９,９６７ ３４９,７５８ ４４０,２０９

２．特別収支 ２．特別収支

特別支出 ０ ０ ０ 特 別 収 入 １４１ ０ １４１

繰 入 金 ０ ０ ０ 受 入 金 ０ ０ ０

小 計 ０ ０ ０ 小 計 １４１ ０ １４１

３．負債の変動 ３．負債の変動

責任準備金増加額 ０ ０ ０ 責任準備金減少額 ８２,００８ ２０,００６ ６２,００２

小 計 ０ ０ ０ 小 計 ８２,００８ ２０,００６ ６２,００２

４．基本金 ４．基本金

当年度剰余金 ４２９,７１８ ０ ４２９,７１８ 当年度不足金 ０ ２１,８５７ △２１,８５７

小 計 ４２９,７１８ ０ ４２９,７１８ 小 計 ０ ２１,８５７ △２１,８５７

総 合 計 ８７２,１１６ ３９１,６２１ ４８０,４９６ 総 合 計 ８７２,１１６ ３９１,６２１ ４８０,４９５

第３部

16（※）収益勘定中「責任準備金減少額」は実際にキャッシュフローを伴わない数理上の科目

（注）収益率は修正総合利回り。決算上の時価ベース利回り（運用報酬控除後）は10.05%です。

１．年金経理

（１）損益計算書

2025年度の運用利回りは10.31％ となり、約430百万円の当年度剰余金を計上しました。
（注）
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（注）2025年度末純資産額：資産合計5,828百万円－支払備金89百万円 =5,739百万円

（２）貸借対照表

2025年度末現在の純資産は5,739百万円 となりました。なお、当年度剰余金と別途積立金を合わせた基本金は1,014百
万円となりました。

（千円）

資 産 勘 定 負 債 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額 当 年 度 前 年 度 増 減 額

１．純資産 １．純資産

流 動 資 産 ３９,７３１ ４０,８０６ △１,０７６ 流 動 負 債 ０ ０ ０

固 定 資 産 ５,７８８,２０７ ５,４０７,１７４ ３８１,０３３ 支 払 備 金 ８８,８４１ ５６,５９３ ３２,２４８

小 計 ５,８２７,９３７ ５,４４７,９８０ ３７９,９５７ 小 計 ８８,８４１ ５６,５９３ ３２,２４８

２．負債 ２．負債

責任準備金 ４,７２５,４３９ ４,８０７,４４７ △８２,００８

小 計 ４,７２５,４３９ ４,８０７,４４７ △８２,００８

３．基本金 ３．基本金

基 本 金 ０ ２１,８５７ △２１,８５７ 基 本 金 １,０１３,６５７ ６０５,７９７ ４０７,８６０

小 計 ０ ２１,８５７ △２１,８５７ 小 計 １,０１３,６５７ ６０５,７９７ ４０７,８６０

総 合 計 ５,８２７,９３７ ５,４６９,８３７ ３５８,１００ 総 合 計 ５,,８２７,９３７ ５,４６９,８３７ ３５８,１００

議案書文章と相違あり！
代議員会終了後の業務概況発送時には
語尾に以下をプラス

↓

「なお、当年度不足金と別途積立金を併せた基本金は
●●円となりました。」

（代議員会では、剰余金等の処分を議決するため、
年金経理の説明時点では記載なし）

（注）
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２．業務経理

（１）損益計算書

2025年度は加入者数の減に伴う事務費掛金の減少により、約35万円の当年度不足金を計上しました。

（千円）

費 用 勘 定 収 益 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額 当 年 度 前 年 度 増 減 額

事 務 費 ４５,０１６ ４８,６７８ △３,６６２ 掛 金 収 入 ４５,７７７ ４６,８５３ △１,０７６

代議員会費 ２４４ ２０３ ４１ 受 入 金 ０ ０ ０

業務委託費 ４４０ ４４０ ０ 寄 付 金 ０ ０ ０

機械処理経費 ０ ０ ０ 雑 収 入 １６３ ４６ １１７

繰 入 金 ０ ０ ０ 不 足 金 ３４６ ３,０５０ △２,７０４

雑 支 出 ５８６ ６２８ △４２

不納欠損 ０ ０ ０

剰 余 金 ０ ０ ０

合 計 ４６,２８５ ４９,９４９ △３,６６３ 合 計 ４６,２８５ ４９,９４９ △３,６６３
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（２）貸借対照表

2025年度末現在の基本金（剰余金）は、当年度不足金に繰越剰余金を充てる結果67百万円 となりました。

（千円）

資 産 勘 定 負 債 勘 定

当 年 度 前 年 度 増 減 額 当 年 度 前 年 度 増 減 額

流 動 資 産 ７５,９４０ ７７,１０６ △１,１６６ 流 動 負 債 ８,７８６ ９,６０６ △８２０

固 定 資 産 ０ ０ ０ 固 定 負 債 ０ ０ ０

繰 延 勘 定 ０ ０ ０ 基 本 金 ６７,５００ ７０,５５０ △３,０５０

基 本 金 ３４６ ３,０５０ △２,７０４

合 計 ７６,２８６ ８０,１５６ △３,８７０ 合 計 ７６,２８６ ８０,１５６ △３,８７０

（注）2025年度末基本金：繰越剰余金67,500千円－不足金346千円＝67,154千円

（注）
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３．決算結果に基づく財政検証

■継続基準は「今後とも制度が継続する」前提で、必要な積立金が積み立てられているかを検証するものです。

■継続基準では年金資産   が責任準備金を上回っていること（積立比率1.0以上）がクリアの条件となります。
ただし、年金資産が責任準備金を下回っている場合でも、不足金が許容繰越不足金（責任準備金の15%）の範囲内
であれば掛金の見直しは不要です。

年金資産
（時価）

不足金許容繰越不足金
（責任準備金×15％）

責任準備金

現時点で保有しておかなければ
ならない積立額

（１）継続基準に基づく検証

② 年金資産＜責任準備金の場合･････継続基準に抵触

➢ 不足金＜許容繰越不足金の場合‥‥･掛金見直しは不要（不足金はそのまま繰越可能）

➢ 不足金＞許容繰越不足金の場合‥‥･掛金見直しが必要（不足金解消が必要）

① 年金資産＞責任準備金の場合･････継続基準クリア

年金資産
（時価）

剰余金

② ①

比較

比較

（注）

（注）正確には貸借対照表上の純資産額ですが、より分かり易くするため年金資産と表現しています。



21

2025年度は年金資産の増加（＋348百万円）および責任準備金の減少（▲82百万円）に伴い、約430百万円の当年度
剰余が生じ、別途積立金を含めた剰余金は1,014百万円となりました。
この結果、年金資産の責任準備金に対する積立比率は1.21となり、継続基準はクリアしています。

検 証 結 果

（参考） 継続基準の検証

積立比率
2021 2022 2023 2024 2025

1.14 1.07 1.12 1.12 1.21積立比率 １.21

年金資産
（5,739百万円）

責任準備金
（4,725百万円）

剰余金
（1,014百万円）

基準クリア

年金資産
（5,391百万円） 責任準備金

（4,807百万円）

＋348

▲82

前 期 末
（2025.3.31）

前 期 末
（2025.3.31）

当 期 末
（2026.3.31）



■非継続基準は「制度が終了」する前提で、加入者・受給者の受給権が確保されているかを検証するものです。

60歳現在年齢

最低保全給付
（既に権利が発生している
給付＝既得権のイメージ）

最低積立基準額
（制度終了時に必要と

される資産額）
年金資産

割引率（※）

※30年国債応募者利回りの過去５年平均を基準として厚生労働大臣が定める率（1.17％）に0.5以内の率を加減した率（1.67％）

■非継続基準に抵触した場合の対応

非継続基準に抵触した場合の追加掛金の要否の判定にあたっては、次の2通りの方法があります。

➢ 積立比率に応じて掛金を設定する方法
⇒決算時点の積立不足額に応じて必要な掛金を算定

➢ 積立水準の回復計画策定による方法
⇒該当年度の翌々年度から10年以内に積立水準が回復する将来シミュレーション（回復計画）の策定及び見直し

22

（２）非継続基準に基づく検証

■非継続基準では年金資産が最低積立基準額を上回っていること（積立水準1.0以上）がクリアの条件となります。



2025年度は年金資産の増加（＋348百万円）および適用割引率の上昇に伴う最低積立基準額の減少（▲289百万円）
等により、積立比率は1.34となりました。引き続き非継続基準はクリアしています。

検 証 結 果

23

（参考） 非継続基準の検証

積立比率
2021 2022 2023 2024 2025

0.78 0.91 1.15 1.18 1.34

年金資産
（5,739百万円） 最低積立基準額

（4,276百万円）

積立比率 １.34

基準クリア

年金資産
（5,391百万円） 最低積立基準額

（4,565百万円）

＋348

▲289

前 期 末
（2025.3.31）

前 期 末
（2025.3.31）

当 期 末
（2026.3.31）



１．代議員会等の開催状況

第４部
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２０２５年 ６月 AUP（注）

 ７月 総合監査

第21回 理事会

第24回 代議員会

２０２６年 １月 第22回 理事会

２月 第23回 理事会

第25回 代議員会

３月 AUP（注）

(注)AUP:公認会計士による合意された手続業務（Agreed Upon Procedures）



２０２５年 ４月 資産運用状況 「Quarterly Report」 (2025.1-3)

５月 仮想個人勘定残高および年金見込額のお知らせ（2025.4.1基準）

７月 資産運用状況 「Quarterly Report」 (2025.4-6)

８月 「企業年金にゅうす」 №17

2024年度 「業務概況報告書」(Review Of Operations In Fiscal 2024) 

１０月 資産運用状況 「Quarterly Report」 (2025.7-9)

２０２６年 １月 資産運用状況 「Quarterly Report」 (2025.10-12)

３月 「企業年金にゅうす」 №18
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２．広報活動及びディスクロージャーの実施状況



資 産 配 分 割 合 ［ 参考］ 国 内 全 体

出所：運営管理機関連絡協議会「確定拠出年金統計資料（２０２４年３月末基準）」より

年 代 別 の 商 品 選 択 割 合 ［ 参考］ 国 内 全 体

26

２０２６年３月３１日時点

【実施事業所29社、加入者数695名】

元本確保型
16.6%

国内債券
2.7%

国内株式
8.8%

外国債券
1.5%

外国株式
11.3%

バランス型
58.8%

元本確保型

16.6％

投資信託

83.4％

元本確保型
30.3%

国内債券
3.2%

国内株式
14.3%

外国債券
4.0%

外国株式
25.5%

バランス型
20.9%

元本確保型

30.3％

投資信託

69.7％

63.8

16.8

13.0

17.7

14.8

32.9

56.7

62.9

56.1 

72.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60代～

50代

40代

30代

～20代

元本確保型

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

バランス型

41.3

32.5

24.5

23.3

24.5

18.4

21.5

20.7

20.2

25.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60代～

50代

40代

30代

～20代

元本確保型

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

バランス型

３．確定拠出年金（DC）プラン実施状況（2026年3月31日現在）
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２０２６年３月３１日現在

商品名 投資対象 資産評価額 配分割合

① 三井住友信託ＤＣ変動定期５年

元本確保型

12,356,366円

16.6%
② 三菱UFJ銀行確定拠出年金専用５年定期預金 18,483,282円

③ みずほＤＣ定期預金（３年） 5,674,958円

④ ニッセイ利率保証年金（５年保証/日々設定） 1,581,503円

⑤ 第一のつみたて年金（５年） 1,562,787円

⑥ ＤＣ日本債券インデックス・オープンＳ 国内債券 6,492,057円 2.7%

⑦ ＤＣ・ダイワ・バリュー株・オープン

国内株式

6,602,054円

8.8%
⑧ ＤＣ日本株式ＥＳＧセレクト・リーダーズインデックスＦ 83,683円

⑨ ＤＣ日本株式インデックス・オープンＳ 8,855,772円

⑩ 年金積立Ｊグロース 5,381,479円

⑪ ＤＣ外国債券インデックスＬ 外国債券 3,550,367円 1.5%

⑫ ＤＣ外国株式ＥＳＧリーダーズインデックスＦ

外国株式

173,006円

11.3%
⑬ ＤＣ外国株式インデックスＬ 13,288,605円

⑭ ＤＣ米国株式インデックス・オープン（Ｓ＆Ｐ５００） 2,880,570円

⑮ 朝日Ｎｖｅｓｔグローバル バリュー株オープン 4,575,743円

⑯ 年金積立インターナショナル・グロース・ファンド 5,969,501円

⑰ インデックスファンド海外新興国債券（１年決算型）
新興国

78,104円
0.2%

⑱ インデックスファンド海外新興国（エマージング）株式 309,410円

⑲ Ｊリートアクティブファンド
ＲＥＩＴ

36,147円
0.1%

⑳ ＤＣダイワ・グローバルＲＥＩＴインデックスファンド 227,406円

㉑ ＤＣターゲットイヤーファンド（６資産運用継続型）2030

バランス型

177,726円

58.8%

㉒ ＤＣターゲットイヤーファンド（６資産運用継続型）2040 2,604,758円

㉓ ＤＣターゲットイヤーファンド（６資産運用継続型）2050 984,691円

㉔ ＤＣターゲットイヤーファンド（６資産運用継続型）2060 490,383円

㉕ ＤＣ世界経済インデックスファンド 26,136,507円

㉖ ＤＣ世界経済インデックスファンド （株式シフト型） 24,640,941円

㉗ ＤＣ世界経済インデックスファンド （債券シフト型） 13,606,635円

㉘ コアラップＡ（分散投資コア戦略ファンドＡ） 30,069,902円

㉙ コアラップＳ（分散投資コア戦略ファンドＳ） 41,511,077円

総 計 238,385,420円 100.0%
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（2025年3月末）
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初回拠出来利回り（年率） 3.8％ 6.3％

プラス実績獲得者率 93.7％ 97.1％
※ 過去1年間における年率運用利回り（平均）

12.3％
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